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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移

については記載しておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５ 従業員数は就業人員数を表示しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第38期中 第39期中 第40期中 第38期 第39期

会計期間

自 平成16年 
  ７月１日 
至 平成16年 
  12月31日

自 平成17年
  ７月１日 
至 平成17年 
  12月31日

自 平成18年
  ７月１日 
至 平成18年 
  12月31日

自 平成16年 
  ７月１日 
至 平成17年 
  ６月30日

自 平成17年
  ７月１日 
至 平成18年 
  ６月30日

売上高 (千円) 2,750,270 3,059,013 3,366,179 5,589,047 6,063,518

経常利益 (千円) 108,207 213,193 330,696 108,857 381,006

中間(当期)純利益 (千円) 58,223 61,317 224,694 54,832 155,028

持分法を適用した場合の 
投資利益

(千円) ─ ─ ─ ─ ─

資本金 (千円) 470,300 470,300 470,300 470,300 470,300

発行済株式総数 (株) 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000

純資産額 (千円) 2,921,478 2,949,404 3,237,809 2,918,087 3,043,115

総資産額 (千円) 5,046,736 4,629,423 4,104,737 4,408,705 4,538,267

１株当たり純資産額 (円) 973.83 983.13 1,079.26 972.70 1,014.37

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 19.41 20.44 74.89 18.28 51.68

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ─ ─ ─ ─ ─

１株当たり配当額 (円) 0.0 0.0 0.0 10.00 10.00

自己資本比率 (％) 57.9 63.7 78.9 66.2 67.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △174,276 195,555 △241,918 △207,898 333,799

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △806,221 337,489 149,600 △945,632 291,011

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 470,000 △30,000 △30,000 △30,000 △30,000

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) 1,008,793 838,805 808,253 335,760 930,571

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
241
(20)

233
(20)

225
(22)

242
(21)

229
(19)



２ 【事業の内容】 

   当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

 該当事項は有りません。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の従業員の状況 

(平成18年12月31日現在) 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員は就業人員であり、臨時雇用者は( )内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成しておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(名) 225(22)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間における建設業界は、民間設備投資は堅調に推移しましたが公共工事の削減、原油の

高騰による資材価格の上昇により厳しい環境が続いております。  

 当社はこのような状況下で、ダイヤモンド工法事業では橋梁耐震関連工事、ＪＲ・電鉄改修関連工

事、都市再生開発関連工事、民間設備投資関連工事を強化いたしました。ウォータージェット工法事業

では、公共事業補修関連工事に加え、水力・火力発電所改築関連工事、石油関連施設定期修繕工事等の

市場拡大を図りました。その結果、売上高につきましては、ダイヤモンド工法事業、ウォータージェッ

ト工法事業共に前中間期の実績を上回り前年同期比10.0％増の3,366百万円となりました。  

 ダイヤモンド工法事業は、公共事業削減の影響はありましたが、Ｍデパート本店バリアフリー化工事

等のリニューアル工事等の受注は順調に推移し、売上高は前年同期比10.0％増の2,911百万円となりま

した。  

 また、ウォータージェット工法事業は、公共事業では中央道松本管内床版補修工事等の受注、民間工

事では、某発電所２号機一括更新工事等の受注により、売上高は前年同期比10.1％増の454百万円とな

りました。  

 売上総利益は、作業効率の向上等により前年同期比11.6％増の1,019百万円となりました。  

 営業利益は、前年同期比62.3％増の323百万円となり、経常利益は、前年同期比54.9％増の330百万円

となりました。尚、中間純利益は、前年同期比267.2％増の224百万円となりました。  

  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における当社キャッシュ・フローは、営業活動で△241百万円、投資活動で149百万

円、財務活動で△30百円の支出となった結果、当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資

金」という）は、前中間会計期間に比べ30百万円減少し、当中間会計期間末残高は、808百万円となり

ました。主な要因は次のとおりです。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

当中間会計期間における営業活動の資金は、役員退職金等の支出があったため、前中間会計期間に比べ

437百万円減少し、△241百万円となりました。  

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

当中間会計期間における投資活動の資金は、前中間会計期間のような有形固定資産の売却がなかったた

め、前中間会計期間に比べ、187百万円減少し、149百万円になりました。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

当中間会計期間における財務活動の資金は、配当金の支払のみのため、前中間会計期間と同様に△30百

万円になりました。  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社の事業は建設業の一部であり、建設業では生産実績を定義することが困難である為、「生産の状

況」は記載しておりません。 

  

(2) 受注実績 

  

 
(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社では、受注が工事日の１～２日前に確定することが多く、工期が数時間と短く、金額が僅少な工事が多

いため、日々の工事施工終了時に売上を計上しております。従って、売上金額と受注実績は同額として記載

しております。 

  

(3) 売上実績 

 
(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社の事業は請負形態を取っており、販売実績という定義は実態にそぐわないため、売上実績を記載してお

ります。 

  

区分

当中間会計期間
(平成18年７月１日から
平成18年12月31日まで)

金額(千円) 前年同期比(％)

ダイヤモンド工法事業 2,911,541 110.0

ウォータージェット工法事業 454,638 110.1

合計 3,366,179 110.0

区分

当中間会計期間
(平成18年７月１日から
平成18年12月31日まで)

金額(千円) 前年同期比(％)

ダイヤモンド工法事業 2,911,541 110.0

ウォータージェット工法事業 454,638 110.1

合計 3,366,179 110.0



建設業における受注工事高及び施工高の状況 

① 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

  

 
(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社では、受注が工事日の１～２日前に確定することが多く、工期が数時間と短く、金額が僅少な工事が多

いため、日々の工事施工終了時に売上を計上しております。従って、当期完成工事高と当期受注高は同額と

して記載しております。 

３ 当社では、毎日の施工高を全て完成工事高として計上しているため、繰越工事高はありません。従って、当

期施工高は当期完成工事高に一致します。 

  

② 受注工事の受注方法別比率 

工事受注方法は、特命と競争に大別されます。 

  

 
(注) １ 百分比は請負金額比であります。 

２ 公共事業はその多くが競争受注(競争入札)ですが、当社は公共事業を直接受注しないため特命と記載いたし

ました。 

  

期別 工事種別
前期繰越 
工事高 
(千円)

当期受注
工事高 
(千円)

計
(千円)

当期完成
工事高 
(千円)

次期繰越工事高
当期施工高
(千円)手持工事高

(千円)
うち施工高 
(千円)

前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

ダイヤモンド 
工法事業

― 2,645,899 2,645,899 2,645,899 ― ―％ ― 2,645,899

ウォータージェ
ット工法事業

― 413,114 413,114 413,114 ― ―％ ― 413,114

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

ダイヤモンド 
工法事業

― 2,911,541 2,911,541 2,911,541 ― ―％ ― 2,911,541

ウォータージェ
ット工法事業

― 454,638 454,638 454,638 ― ―％ ― 454,638

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

ダイヤモンド 
工法事業

― 5,295,370 5,295,370 5,295,370 ― ―％ ― 5,295,370

ウォータージェ
ット工法事業

― 768,148 768,148 768,148 ― ―％ ― 768,148

期別 区分 特命(％) 競争(％) 計(％)

前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

ダイヤモンド工法事業 100 ― 100

ウォータージェット工法事業 100 ― 100

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

ダイヤモンド工法事業 100 ― 100

ウォータージェット工法事業 100 ― 100

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

ダイヤモンド工法事業 100 ― 100

ウォータージェット工法事業 100 ― 100



③ 完成工事高 

  

 
(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は、公共事業関連の工事を多く施工しておりますが、当社への直接発注者は全件が民間企業でありま

す。 

３ 完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はありません。 

４ 売上高のうち主なものは次のとおりであります。 

前中間会計期間（自平成17年７月１日 至平成17年12月31日) 

     (1) ダイヤモンド工法事業     

 
     (2) ウォータージェット工法事業 

 
  

当中間会計期間（自平成18年７月１日 至平成18年12月31日) 

      

 
      

 
  

なお、当社は原則として発注元の発注単位に基づき日々施工終了した工事について売上高を計上しておりま

すが、上記の金額は、発注元の工事案件ごとに集計して記載しております。 

  

④ 手持工事高 

当社は、継続的な施工の発注がなされることがありますが、受注金額が合理的に見積もれないた

期別 区分 官公庁(千円) 民間(千円) 計(千円)

前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

ダイヤモンド工法事業 ― 2,645,899 2,645,899

ウォータージェット工法事業 ― 413,114 413,114

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

ダイヤモンド工法事業 ― 2,911,541 2,911,541

ウォータージェット工法事業 ― 454,638 454,638

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

ダイヤモンド工法事業 ― 5,295,370 5,295,370

ウォータージェット工法事業 ― 768,148 768,148

鉄建建設株式会社 ＭＭ21線横浜地下鉄南部新設他８ 50,500千円

みらい建設工業・本間ＪＶ 東京国際空港Ａ滑走路外地盤改良工事（その２） 46,375千円

東鉄工業株式会社 千葉支社管内ラーメン高架橋耐震補強工事（その

２）

41,160千円

岩田建設株式会社 一般国道12号 札幌市苗穂道路改良工事 36,500千円

株式会社大林組 第一ガラス固化体貯蔵建屋東棟(KBE)の迷路板

改造工事のうち建築工事 29,000千円

株式会社昭和エンジニアリング 構造物補修工事17 20,430千円

 (1) ダイヤモンド工法事業

清水建設株式会社 Ｍデパートバリアフリー工事 195,000千円

株式会社ＪＰハイテック 某発電所２号機一括更新工事 67,500千円

岩田建設株式会社 一般国道12号 札幌市苗穂道路改良工事 51,798千円

株式会社阿野組 新横浜駅ビルＪＶ工事 29,543千円

(2) ウォータージェット工法事業

清水建設株式会社 某電力某火力発電所解体前温水洗浄 72,000千円

北野建設株式会社 中央道松本管内床版補修工事 52,200千円



め、手持工事高の記載は行っておりません。 

  



３ 【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

多様化する顧客ニーズに対応し、生産性の向上と安全性を確保するため整備開発課により施工技術の改

良、新技術の開発、環境を配慮した技術開発に取り組んでおります。ダイヤモンド工法では、冷却水の削

減と汚泥回収の効率化を図るため、ワイヤーソー・コアドリリングの乾式化を推進し、汚泥処理装置を導

入し実験を行っております。また、安全性と耐久性及び施工の効率向上のため、多目的ダイヤモンドビッ

トの研究開発を行っております。 

 さらに、ウォータージェット工法では、試験施工を行い各工場に対応した機器の改良・冶具の選定・技

術の習得を行い、営業活動の強化を図っております。 

 なお当中間会計期間における研究開発費は 5,639千円でありました。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備状況に重要な変更はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1)重要な設備計画の完了 

前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間会計期間に完了したものは、次のとおりでありま

す。 

 
（注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

  (2)重要な設備の新設除却等 

    当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。 

 また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

  

事業所名

（所在地）
事業の内容 内容

投資予定金額
資金調達

方法
総額

（千円）

既支払額

（千円）

茅ヶ崎営業所 

（神奈川県茅ヶ崎市）
すべての事業

車両運搬具 

機械装置
37,180 31,080 自己資金

水戸営業所 

（茨城県水戸市）
すべての事業

車両運搬具 

機械装置
14,900 9,850 自己資金



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

 
  

② 【発行済株式】 
  

 
(注) 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 
  

 
  

  

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 10,000,000

計 10,000,000

種類
中間会計期間末現在 
発行数(株) 

(平成18年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年３月26日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 3,000,000 3,000,000
ジャスダック
証券取引所

（注）

計 3,000,000 3,000,000 ─ ─

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成18年12月31日 ─ 3,000,000 ─ 470,300 ─ 465,100



(5) 【大株主の状況】 

平成18年12月31日現在 

 
  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年12月31日現在 

 
(注) 権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

  

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

永野 良夫 神奈川県茅ヶ崎市 438 14.61

渡辺  隆 神奈川県三浦郡葉山町 435 14.52

植村 駿吉 神奈川県茅ヶ崎市 390 13.00

旭ダイヤモンド工業株式会社 東京都千代田区紀尾井町４番１号 150 5.00

第一カッター興業従業員持株会 神奈川県茅ヶ崎市萩園８３３番地 140 4.66

富国生命保険相互会社 東京都千代田区内幸町２丁目２番２号 100 3.33

エイアイユーインシュアランス
カンパニー・オーアルディー４
プロド

東京都品川区東品川２丁目３番１４号
(常代)シテイバンク、エヌ・エイ東京支店

100 3.33

赤羽根 昭夫 神奈川県茅ヶ崎市 61 2.03

鈴木 健二 神奈川県三浦郡葉山町 55 1.84

前田 照勝 神奈川県茅ヶ崎市 43 1.43

計 ― 1,913 63.78

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ─ ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ─ ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等) ─ ─ ─

完全議決権株式(その他)
普通株式

2,999,800
29,998 (注)

単元未満株式
普通株式

200
─ ─

発行済株式総数 3,000,000 ─ ─

総株主の議決権 ─ 29,998 ─



② 【自己株式等】 

平成18年12月31日現在 

 
  

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

─ ─ ─ ─ ─ ─

計 ─ ─ ─ ─ ─

月別 平成18年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 852 960 963 899 880 843

最低(円) 750 803 834 836 801 766



３ 【役員の状況】 

  

前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づき同規則及び、「建設業法施行規則」（昭和24

年建設省令第14号）により作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）は改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）は改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年７月１日から平成17年12月

31日まで)及び当中間会計期間(平成18年７月１日から平成18年12月31日まで)の中間財務諸表について、

新日本監査法人により中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社には子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年12月31日)

当中間会計期間末

(平成18年12月31日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金預金 1,088,805 808,253 1,180,571

   受取手形 ※２ 112,180 222,212 245,072

   完成工事未収入金 1,315,827 1,324,770 1,107,712

   材料貯蔵品 75,852 70,703 65,530

   その他 53,957 79,660 53,469

   貸倒引当金 △31,655 △7,880 △40,074

    流動資産合計 2,614,968 56.5 2,497,718 60.8 2,612,282 57.6

Ⅱ 固定資産

   有形固定資産 ※１

    土地 933,895 933,895 933,895

    その他 436,098 438,356 410,761

    計 1,369,993 1,372,251 1,344,658

   無形固定資産 4,528 4,200 4,308

   投資その他の資産

    繰延税金資産 431,438 134,445 359,846

    その他 222,576 176,218 235,868

    貸倒引当金 △14,082 △80,097 △18,698

    計 639,933 230,566 577,017

    固定資産合計 2,014,454 43.5 1,607,018 39.2 1,925,984 42.4

     資産合計 4,629,423 100.0 4,104,737 100.0 4,538,267 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年12月31日)

当中間会計期間末

(平成18年12月31日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   工事未払金 293,780 304,266 267,207

   未払法人税等 104,975 4,757 92,018

   賞与引当金 21,670 21,370 21,370

   その他 ※３ 226,913 235,002 255,820

    流動負債合計 647,339 14.0 565,396 13.8 636,417 14.0

Ⅱ 固定負債

   退職給付引当金 601,139 245,649 418,724

      役員退職慰労引当金 431,540 45,356 440,010

   その他 ― 10,524 ―

    固定負債合計 1,032,679 22.3 301,530 7.3 858,734 18.9

     負債合計 1,680,018 36.3 866,927 21.1 1,495,152 32.9

(資本の部)

Ⅰ 資本金 470,300 10.2 ― ― ― ―

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 465,100 ― ―

    資本剰余金合計 465,100 10.0 ― ― ― ―

Ⅲ 利益剰余金

   利益準備金 25,000 ― ―

   任意積立金 1,870,000 ― ―

   中間未処分利益 119,004 ― ―

    利益剰余金合計 2,014,004 43.5 ― ― ― ―

     資本合計 2,949,404 63.7 ― ― ― ―

     負債資本合計 4,629,423 100.0 ― ― ― ―



 
  

前中間会計期間末

(平成17年12月31日)

当中間会計期間末

(平成18年12月31日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

   資本金 ― ― 470,300 11.5 470,300 10.4

   資本剰余金

    資本準備金 ― 465,100 465,100

    資本剰余金合計 ― ― 465,100 11.3 465,100 10.3

   利益剰余金

    利益準備金 ― 25,000 25,000

    その他利益剰余金

     別途積立金 ― 1,940,000 1,870,000

     繰越利益剰余金 ― 337,409 212,715

    利益剰余金合計 ― ― 2,302,409 56.1 2,107,715 46.4

    株主資本合計 ― ― 3,237,809 78.9 3,043,115 67.1

     純資産合計 ― ― 3,237,809 78.9 3,043,115 67.1

     負債純資産合計 ― ― 4,104,737 100.0 4,538,267 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間

(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

   完成工事高 3,059,013 100.0 3,366,179 100.0 6,063,518 100.0

Ⅱ 売上原価 ※4

   完成工事原価 2,145,537 70.1 2,346,842 69.7 4,245,753 70.0

  売上総利益

   完成工事総利益 913,475 29.9 1,019,336 30.3 1,817,764 30.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※4 713,476 23.3 695,371 20.7 1,457,499 24.0

   営業利益 199,999 6.5 323,964 9.6 360,265 6.0

Ⅳ 営業外収益 ※１ 13,527 0.4 6,745 0.2 21,120 0.3

Ⅴ 営業外費用 333 0.0 13 0.0 379 0.0

   経常利益 213,193 7.0 330,696 9.8 381,006 6.3

Ⅵ 特別利益 ※2 42,829 1.4 202,162 6.0 42,940 0.7

Ⅶ 特別損失
※3 
※5

129,804 4.2 107,280 3.2 131,806 2.2

  税引前中間(当期) 
  純利益

126,218 4.1 425,577 12.6 292,140 4.8

  法人税、住民税 
  及び事業税

100,024 1,494 101,218

  法人税等調整額 △35,123 64,900 2.1 199,388 200,883 6.0 35,893 137,111 2.2

  中間(当期)純利益 61,317 2.0 224,694 6.7 155,028 2.6

  前期繰越利益 57,687 ― ―

  中間未処分利益 119,004 ― ―



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年６月30日残高(千円) 470,300 465,100 465,100

中間会計期間中の変動額 ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

― ― ―

平成18年12月31日残高(千円) 470,300 465,100 465,100

株主資本

利益剰余金

株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年６月30日残高(千円) 25,000 1,870,000 212,715 2,107,715 3,043,115

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― △30,000 △30,000 △30,000

 中間純利益 ― ― 224,694 224,694 224,694

 別途積立金の積立 ― 70,000 △70,000 ― ―

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

― 70,000 124,694 194,694 194,694

平成18年12月31日残高(千円) 25,000 1,940,000 337,409 2,302,409 3,237,809



前事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成17年６月30日残高(千円) 470,300 465,100 465,100

事業年度中の変動額 ― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ―

平成18年６月30日残高(千円) 470,300 465,100 465,100

株主資本

利益剰余金

株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成17年６月30日残高(千円) 25,000 1,850,000 107,687 1,982,687 2,918,087

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 ― ― △30,000 △30,000 △30,000

 当期純利益 ― ― 155,028 155,028 155,028

 別途積立金の積立 ― 20,000 △20,000 ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) ― 20,000 105,028 125,028 125,028

平成18年６月30日残高(千円) 25,000 1,870,000 212,715 2,107,715 3,043,115



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間

(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

   税引前中間(当期)純利益 126,218 425,577 292,140

   減価償却費 55,292 54,050 117,348

   減損損失 71,547 ― 71,547

   貸倒引当金の増加額(△減少額) 16,950 29,205 29,985

   役員退職慰労引当金の増加額 
   (△減少額)

3,725 6,629 12,195

   退職給付引当金の増加額 
   (△減少額)

2,236 △27,519 △180,178

退職給付制度変更に伴う未払金の   
   増加額(△減少額)

― 22,102 ―

   賞与引当金の増加額(△減少額) 3,928 ― 3,628

   未払費用の増加額(△減少額) 3,618 4,798 △5,942

   未払金の増加額(△減少額) 24,536 21,059 10,055

   貸倒損失 1,677 1,349 3,345

   未払消費税の増加額(△減少額) 15,401 △30,861 44,459

   長期前払費用償却額 145 176 321

   受取利息及び受取配当金 0 △13 △48

   支払利息 333 ― 379

   有形固定資産売却益 △30,553 △28 △30,584

   受取保険金 △12,275 ― △12,275

   保険解約返戻金 ― △56,540 ―

   退職給付制度移行差益 ― △145,555 ―

   建物解体費用 48,999 ― 48,999

   有形固定資産売却損 812 593 1,165

   有形固定資産除却損 4,918 3,470 6,432

   役員退職慰労金 ― 103,216 ―

   売上債権の減少額(△増加額) △190,310 △272,830 △122,081

   材料貯蔵品の減少額(△増加額) △4,620 △5,172 5,702

   工事未払金の増加額(△減少額) 49,018 37,058 22,446

   その他 △19,352 △28,933 6,066

     小計 172,249 141,833 325,107

   利息及び配当金の受取額 0 13 48

   利息の支払額 △333 ― △379

   保険金の受取額 12,275 ― 12,275

   保険解約返戻金の受取額 ― 207,117 ―

   役員退職慰労金の支払額 ― △504,500 ―

   建物解体費用の支払額 △48,999 ― △48,999

   法人税等の還付額 60,363 ― 60,363

   法人税等の支払額 ― △86,382 △14,614

    営業活動による 
    キャッシュ・フロー

195,555 △241,918 333,799



 
  

前中間会計期間

(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間

(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

   定期預金の預入による支出 △150,000 ― △150,000

   定期預金の払戻による収入 ― 250,000 ―

   有形固定資産の取得による支出 △110,888 △86,283 △149,315

   有形固定資産の売却による収入 610,646 712 610,737

   貸付けによる支出 △2,000 △3,008 △2,000

   貸付金の回収による収入 90 1,464 2,180

   保険積立金の支払による支出 △10,379 △12,712 △20,758

   その他 21 △572 167

    投資活動による 
    キャッシュ・フロー

337,489 149,600 291,011

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

   短期借入れによる収入 550,000 ― 850,000

   短期借入金の返済による支出 △550,000 ― △850,000

   配当金の支払額 △30,000 △30,000 △30,000

    財務活動による 
    キャッシュ・フロー

△30,000 △30,000 △30,000

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 
  (△減少額)

503,045 △122,317 594,811

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 335,760 930,571 335,760

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

838,805 808,253 930,571



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

１ 資産の評価基準及び

評価方法

(1) たな卸資産

  材料貯蔵品

   先入先出法による原価法を

採用しております。

(1) たな卸資産

  材料貯蔵品

同左

(1) たな卸資産

  材料貯蔵品

同左

２ 固定資産の減価償却

の方法

(1) 有形固定資産

  定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物附属設備

は除く)については定額法を採

用しております。

  なお、主な耐用年数は以下の

通りであります。

  建物及び構築物 ７年～37年

  機械装置及び車両運搬具

          ５年～６年

(1) 有形固定資産

同左 

(1) 有形固定資産

同左  

(2) 無形固定資産

  自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法を採

用しております。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

  均等償却によっております。

  なお、償却期間については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  売上債権、貸付金等の貸倒に

よる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額(簡便法)に基づき、当中間

会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。

(3) 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末における退

職給付債務の見込額(簡便法)に基

づき、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を計

上しております。 

 

（追加情報）  

 当社は、平成18年７月１日に適

格退職年金制度の一部について確

定拠出年金制度へ移行し、「退職

給付制度間の移行に関する会計処

理（企業会計基準適用指針第１

号）」を適用しております。  

 本移行に伴う影響額は特別利益

として145,555千円計上されてお

ります。  

 

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

(簡便法)に基づき、計上してお

ります。 

 

 

(4) 役員退職慰労引当金

  役員の退職金支給に備えるた

め、取締役規程及び監査役規程

に基づく中間期末要支給額を計

上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

同左

(4) 役員退職慰労引当金

  役員の退職金支給に備えるた

め、取締役規程及び監査役規程

に基づく期末要支給額を計上し

ております。



 
  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
  

注記事項 

前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

４ リース取引の処理方

法

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

 

 

――――――――――

 

 

――――――――――

５ 中間キャッシュ・フ

ロー計算書(キャッシ

ュ・フロー計算書)に

おける資金の範囲

 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。

同左  キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。

６ その他中間財務諸表

(財務諸表)作成のた

めの基本となる重要

な事項

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左

前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 
 当中間会計期間より、固定資産の 
減損に係る会計基準（「固定資産の 
減損に係る会計基準の設定に関する 
意見書」（企業会計審議会 平成14 
年８月９日））及び「固定資産の減 
損に係る会計基準の適用指針」（企 
業会計基準適用指針第６号 平成15 
年10月31日）を適用しております。 
これにより税引前中間純利益は 
41,762千円減少しております。 
 なお、減損損失累計額について 
は、改正後の中間財務諸表等規則に 
基づき各資産の金額から直接控除し 
ております。 
 

――――――――――

（固定資産の減損に係る会計基準）  
 当事業年度より、固定資産の減損に
係る会計基準（「固定資産の減損に係
る会計基準の設定に関する意見書」
（企業会計審議会 平成14年８月９
日））及び「固定資産の減損に係る会
計基準の適用指針」（企業会計基準適
用指針第６号 平成15年10月31日）を
適用しております。これにより税引前
当期純利益は41,762千円減少しており
ます。  
なお、減損損失累計額については、改
正後の財務諸表等規則に基づき各資産
の金額から直接控除しております。 
 

――――――――――

    

 

 

 

 

 

 

――――――――――

（貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準）  
 当事業年度より、「貸借対照表の純
資産の部の表示に関する会計基準」
（企業会計基準第５号 平成17年12月
９日）及び「貸借対照表の純資産の部
の表示に関する会計基準等の適用指
針」（企業会計基準適用指針第８号
平成17年12月９日）を適用しておりま
す。  
 従来の資本の部の合計に相当する金
額は、3,043,115千円であり、この変
更による損益に与える影響はありませ
ん。  
なお、財務諸表等規則の改正により、
当期における貸借対照表の純資産の部
については、改正後の財務諸表等規則
により作成しております。



(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成17年12月31日)

当中間会計期間末
(平成18年12月31日)

前事業年度末 
(平成18年６月30日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は1,050,725千円でありま

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は1,116,906千円でありま

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 1,093,669 千円でありま

す。

※２  受取手形裏書譲渡高は

422,224千円であります。

※２  受取手形裏書譲渡高は

320,536千円であります。

※２  受取手形裏書譲渡高は

234,665千円であります。

※３ 仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示して

おります。

※３ 仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示して

おります。

―――――――――



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取家賃 3,225千円

受取保険金 3,594千円

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取保険金 2,153千円

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取家賃 3,225千円

受取保険金 6,673千円

受取事務手数料 3,162千円

 

※２ 特別利益のうち主要なもの

有形固定資産
売却益

 土地 62,369千円

 建物等 △31,815千円

   計 30,553千円

 

※２ 特別利益のうち主要なもの

保険解約返戻金 56,540千円

退職給付制度移
行差益

145,555千円

 

 

※２ 特別利益のうち主要なもの

有形固定資産
売却益

土地 62,369千円

建物等 △31,785千円

  計 30,584千円

受取保険金 12,275千円

 

※３ 特別損失のうち主要なもの

建物解体費用 48,999千円

 

※３ 特別損失のうち主要なもの

固定資産除却損 3,470千円

役員退職慰労金 103,216千円
 

※３ 特別損失のうち主要なもの

建物解体費用 48,999千円

※４ 減価償却実施額

有形固定資産 54,514千円

無形固定資産 777千円

※４ 減価償却実施額

有形固定資産 53,942千円

無形固定資産 108千円

※４ 減価償却実施額

有形固定資産 116,176千円

無形固定資産 997千円

 

※５ 減損損失

 当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損損

失を計上しました。

用途：事業用資産 
  
場所：北海道札幌市 
  
種類：土地及び建物、その他 
  
合計：41,762千円 
  
内訳：土地  27,123千円 
   建物   3,719千円 
   その他 10,918千円 
  
 

用途：事業用資産 
  
場所：神奈川県茅ヶ崎市 
  
種類：建物 
  
合計：29,785千円 
  
内訳：建物 29,785千円 
 

 当社は、事業用資産については管

理会計上の区分を基準に営業所単位

に、遊休資産については、個別物件

単位でグルーピングしております。

おな、本社については独立したキャ

ッシュ・フローを生み出さないこと

から共用資産としております。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    ―――――――――

※５ 減損損失

 当事業年度において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を

計上しました。

用途：事業用資産
  
場所：北海道札幌市 
  
種類：土地及び建物、その他 
  
合計：41,762千円 
  
内訳：土地  27,123千円 
   建物   3,719千円 
   その他 10,918千円 
  
 

用途：事業用資産
  
場所：神奈川県茅ヶ崎市 
  
種類：建物 
  
合計：29,785千円 
  
内訳：建物 29,785千円 
 

 当社は、事業用資産については管

理会計上の区分を基準に営業所単位

に、遊休資産については、個別物件

単位でグルーピングしております。

おな、本社については独立したキャ

ッシュ・フローを生み出さないこと

から共用資産としております。

前中間会計期間
(自 平成17年７月１日

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日

前事業年度
(自 平成17年７月１日



 
  

至 平成17年12月31日) 至 平成18年12月31日) 至 平成18年６月30日)

 札幌市の事業用資産については、

経営環境の悪化及び不動産価格の下

落により、帳簿価額を回収可能価額

まで減額いたしました。 

 茅ヶ崎市の物件については、建物

一部の解体を決定したため、帳簿価

額を回収可能価額まで減額いたしま

した。 

  

 なお、回収可能価額は、正味売却

価額（処分見込価額から処分見込費

用を控除した金額）により測定して

おります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ―――――――――

 札幌市の事業用資産については、

経営環境の悪化及び不動産価格の下

落により、帳簿価額を回収可能価額

まで減額いたしました。 

 茅ヶ崎市の物件については、建物

一部の解体を決定したため、帳簿価

額を回収可能価額まで減額いたしま

した。 

  

 なお、回収可能価額は、正味売却

価額（処分見込価額から処分見込費

用を控除した金額）により測定して

おります。 

 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 配当に関する事項 

（１）配当金支払額  
  

 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 3,000,000 ― ― 3,000,000

株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成18年９月26日 
定時株主総会 普通株式 30,000千円 10円 平成18年６月30日 平成18年９月27日



前事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

１.発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
  

２.配当に関する事項 

（１）配当金支払額  

 
 

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  

前事業年度末 当期増加株式数 当期減少株式数 当事業年度末

発行済株式 
普通株式(株) 3,000,000 ― ― 3,000,000

合計 3,000,000 ― ― 3,000,000

株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成17年９月27日 
定時株主総会 普通株式 30,000千円 10円 平成17年６月30日 平成17年９月28日

株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

平成18年９月26日 
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 30,000千円 10円 平成18年６月30日 平成18年９月27日



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成17年12月31日現在)

現金預金勘定 1,088,805千円

預入期間が 
３ヶ月を超える 
定期預金

△250,000

現金及び 
現金同等物

838,805

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成18年12月31日現在)

現金預金勘定 808,253千円

預入期間が 
３ヶ月を超える 
定期預金

  ―

現金及び 
現金同等物

808,253

 現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

(平成18年６月30日現在)

現金預金勘定 1,180,571千円

預入期間が
３ヶ月を超える 
定期預金

△250,000

現金及び
現金同等物

930,571



(リース取引関係) 

  

前中間会計期間(自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日)  

 該当事項はありません。  

 

当中間会計期間(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日)  

 該当事項はありません。  

 

前事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日)  

 該当事項はありません。  

 

  



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年12月31日) 

 該当事項はありません。 

  

当中間会計期間末(平成18年12月31日) 

 該当事項はありません。 

  

  

前事業年度末(平成18年６月30日) 

     該当事項はありません。 

  



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間(自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日) 

当社は、デリバティブ取引を行っていませんので、該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日) 

当社は、デリバティブ取引を行っていませんので、該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

当社は、デリバティブ取引を行っていませんので、該当事項はありません。 

  



(ストック・オプション等関係) 

当中間会計期間末(平成18年12月31日)  

 該当事項はありません。  

 

前事業年度末(平成18年６月30日)  

 該当事項はありません。  

  



(持分法損益等) 

前中間会計期間(自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日) 

持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

  

当中間会計期間(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日) 

持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

  

前事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

１株当たり純資産額 983円13銭 １株当たり純資産額 1,079円26銭 １株当たり純資産額 1,014円37銭

１株当たり中間純利益 20円44銭 １株当たり中間純利益 74円89銭 １株当たり当期純利益 51円68銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載しており

ません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載しており

ません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載しており

ません。

前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

中間損益計算書(損益計算書)
上の中間(当期)純利益(千円)

61,317 224,694 155,028

普通株主に帰属しない金額
(千円)

─ ─ ─

普通株式に係る中間(当期)純
利益(千円)

61,317 224,694 155,028

普通株式の期中平均株式数
(千株)

3,000 3,000 3,000



(重要な後発事象) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

 

 

 

 

   ――――――――― 

 

 

 

 

 

   ―――――――――

当社は、平成18年７月1日に適格退

職年金制度の一部について確定拠出

年金制度へ移行し、「退職給付制度

間の移行に関する会計処理（企業会

計基準適用指針第１号）」を適用す

る予定であります。  

 本移行に伴う翌事業年度の損益に

与える影響額は特別利益145,555千

円の見込みであります。



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 （1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第39期(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日)平成18年９月27日関東財務局長に提

出。 

 （2）臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える

事象の発生（新退職制度移行））の規定に基づくもの 平成18年８月10日関東財務局長に提出。 

  

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える

事象の発生（退職慰労金贈呈））の規定に基づくもの 平成18年11月６日関東財務局長に提出。 

  



該当事項はありません。 

  

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年３月27日

第一カッター興業株式会社 

 取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている第一カッター興業株式会社の平成17年７月１日から平成18年６月30日までの第39期事業年度の中間会

計期間(平成17年７月１日から平成17年12月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、第一カッター興業株式会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間会計期間(平成17年７月１日から平成17年12月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固

定資産の減損に係る会計基準及び同適用指針を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成

している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  寺  本     哲  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  國     健  一  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年３月23日

第一カッター興業株式会社 

 取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている第一カッター興業株式会社の平成18年７月１日から平成19年６月30日までの第40期事業年度の中間会

計期間(平成18年７月１日から平成18年12月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、第一カッター興業株式会社の平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間会計期間(平成18年７月１日から平成18年12月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  國     健  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  池  内  基  明  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。
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